











































































　このストック・オプションは、特定新規事業実施円滑化臨時措置法の平成 7 年（1995 年）
改正で、非上場会社に限定して商法の特例として法制度化された。このため上場会社では、
分離型新株引受権付社債を発行し、新株引受権を会社が買い戻して付与する疑似ストック・




















　平成 28 年（2016 年）税制改正により、これまでの指標を当該「事業年度の利益の状況を示
す指標」に改め、「株式の市場価格の状況を示す指標」「売上高の状況を示す指標」を基礎と















































































































か、株主総会の決議によって定めることが必要である（会社法 361 条 1 項、会社法 404 条 3
項）。また、公開会社は、事業報告において役員報酬に関する開示が求められている（会社法




























の方法であれば、非金銭報酬となり、その具体的な内容（会社法 361 条 1 項 3 号）に加え、
















































































式については、会社法 361 条 1 項の規定による定めに係る取締役及び取締役であった者以外
の者は、会社法 203 条 2 項の申し込みをし、または 205 条 1 項の契約を締結することはでき
ないものとする。
さらに、株式の発行手続については、上場会社においては、株式報酬に係る株式を引き受








きは会社法 236 条 1 項 2 号の事項を定めることを要せず、当該新株予約権の行使に際して出








































































　（注）本稿は平成 30 年（2018 年）12 月に執筆したものである。
注
1　役員在任中、原則として本人の同意なく定期報酬を減額することは選任契約違反となる。最判平成 4 年
（1992 年）12 月 18 日民集 46 巻 9 号 3006 頁参照。
2　平成 14 年（2002 年）改正で創設された委員会等設置会社では、利益処分として役員に賞与を支給するこ
とは認められていなかった（旧商法特例法 21 条の 31 第 2 項）。これは利益処分を取締役会の決議により
決定できるため、お手盛りとなるからである。
3　最判昭和 39 年（1964 年）12 月 11 日民集 18 巻 10 号 2143 頁。
4　ストック・オプションに係る税務上の取扱いについては、蝦名和博「ストック・オプションおよび特定譲
渡制限付株式等に係る税務上の取扱い」商事法務 2169 号 29 頁以下などを参照されたい。
5　株式交付信託に係る税務上の取扱いについては、内ヶ崎茂 = 吉田宏克「株式交付信託に係る税務上の取扱




7　我が国で S.A.R を導入した著名な事例として、日産自動車があげられる。平成 25 年（2013 年）6 月の定時



























中央経済社、2017 年４月号、50 頁～ 55 頁は会社法上の労務出資禁止に抵触すると指摘している。
19　法制審議会会社法制（企業統治等関係）部会第 17 回会議（平成 30 年（2018 年）10 月 24 日）部会資料
26。






23　「会社法改正に関する意見」日本商工会議所、東京商工会議所（平成 30 年 4 月 5 日）8 頁。
24　現物出資による新株発行となるため検査役による財産の価額の調査の要否が問われるが、募集株式の引受
人に割り当てる株式の総数が発行済株式総数の 10 分の 1 を超えない場合には検査役の価額調査が不要で
ある（会社法 207 条 9 項 1 号）ことから、株式報酬による新株発行についても発行済株式総数の 10 分の 1
が事実上の上限となっている。
